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は じ め に

　本書は，司法・犯罪心理学分野では初の，法と心理学会「公認」で出版され
た入門書です。

　学会公認とはどういうことでしょうか。そこには 2つの意味があります。1

つは，法と心理学会が主体となって出版企画をしたということです。公認心理
師はできて間もない資格ですし，「司法・犯罪心理学」という科目名称も公認
心理師の資格ができた際に新たにつくられたものです。そのため，出題基準と
ブループリント（出題範囲の計画表）をみると，まだ修正の余地があります。公
認心理師の資格を取得して社会で活躍する人に必要な知識は何かという観点で
考えると，学ぶべきことが抜けている一方で，不要なことや重複していること
もあります。そこで，法と心理学会では専門のワーキンググループを設置し，
それらを入念にチェックしながら内容項目の整理を行いました。ワーキンググ
ループには，公認心理師科目を大学の学部学生に教えている現役教員も含まれ
ていますので，初学者に教える際に適切な内容の水準と量を感覚的に把握して
います。本書の内容の取捨選択には，そのようなノウハウも反映されています。
そうして完成した本書は，既存の内容を網羅的にカバーしつつ，初学者として
学ぶべきことがわかりやすく書かれているはずです。
　「公認」のもう 1つの意味は，法と心理学会独自のアイディアを盛り込んだ
ということです。目次をみていただければわかるように，本書の章立ては刑事
手続きの順に沿って構成されています。法務技官，家裁調査官といった職種が
司法・犯罪心理学でどう位置づけられているのか。どういう法律や制度を学ぶ
べきなのか。精神鑑定や目撃証言，司法面接は法的手続きのなかでどのように
位置づけられるのか。公認心理師の授業や実習を受けた皆さんなら，ふと考え
たことはないでしょうか。そうした疑問に答えられるように，法学と心理学を
行き来する筆者一同ならではの視点でわかりやすく解説しています。さらに，
第一線の研究者，現場の実務家が「これはぜひとも加えたほうがよい」という
内容もなるべく盛り込むことで，理論と実践両面の充実を図っています。
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　本書は 4部構成になっています。第Ⅰ部に入る前に，関連法・施設・職種に
ついて，第 1章で概説します。ここは全体に関わっていることなので，繰り返
し読んでおくとイメージがつかみやすいかもしれません。第Ⅰ部では「犯罪の
原因」について学びます。基本的にはここがすべての「始まり」です。犯罪の
原因を理解するためのアプローチには大きく分けて生物・心理・社会の 3つが
あります。犯罪の原因をはっきりと理解するために，この 3つの視点をマス
ターしておくことがその後の心理的介入には必要不可欠でしょう。第Ⅱ部「非
行・犯罪への対応」では，少年非行，DV，虐待，依存，窃盗，詐欺などの具
体的な場面について説明しています。一見同じような事例どうしでも，背景に
は異なる理由や機序がはたらいていることがあります。もちろん共通点もある
でしょう。個々の事例に対してありとあらゆる可能性に思い至ることができる，
そういう力をここで培っていただければと考えています。第Ⅲ部「司法の手続
きと対応の流れ」は，「人から話を聴くこと」をテーマに構成されています。
捜査，供述，精神鑑定，供述弱者といわれる人たちの面接，目撃証言について
学びます。さらに，その語りについて考えるための法的な枠組みを，第 13章
「裁判」で学びます。枠組みには思考の枠組みと制度の枠組みの両方が含まれ
ます。最後の第Ⅳ部「支援」では，加害者，被害者，子どもなどさまざまな立
場の人たちに対する支援を取り上げます。不幸や悲しい出来事を「なかったこ
と」にすることはできません。都合よく記憶から消すこともできません。公認
心理師が関わるのはこの部で「終わり」になるのかもしれません。しかし，
「過去とどう向きあっていくか」という問題が終わりを迎えることはあるので
しょうか。非常に難しい問題です。本書を読みながら考えてみませんか？

　本書の出版にあたり，有斐閣書籍編集第二部の渡辺晃氏，中村さやか氏には
本当にお世話になりました。ご両名のスピーディーなご対応と行き届いたお心
遣いのおかげで，企画を立ち上げた当初の高い熱量そのままに，出版に至るこ
とができたと思います。感謝申し上げます。

　　2022年 1月

編 者 一 同
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第1章　関連法，施設，職種
司法・犯罪と心理学の関わり

入山 茂・今村 洋子

第1節　犯罪事象と司法システムを学ぶ

　司法・犯罪心理学を学ぶうえでのはじめの一歩として，本節ではそもそも犯
罪と呼ばれる行為が司法システムにおいてどのように取り扱われているのかを
簡単に学んでいきましょう。

■定義でみる犯罪の概念
　刑法には，あらかじめ犯罪とされる行為（構成要件）とその行為に対する刑
罰が定められています。たとえば，殺人の構成要件とそれに対する刑罰は，
「人を殺した者は，死刑又は無期若しくは 5年以上の懲役に処する」（刑法 199

条）と定められています。この原則を罪刑法定主義と呼びます。
　しかし，構成要件に該当するすべての行為が，法律上，犯罪として処罰の対
象になるわけではありません。その理由について，先ほどと同じく殺人を例に
みていきます。たとえば，「法令又は正当な業務による行為は，罰しない」（刑
法 35条）と定められているからです。その殺人が違法なものでなければ，犯罪
として処罰の対象にはなりません（例：死刑の執行）。他の理由としては，「心
神喪失者の行為は，罰しない」（刑法 39条）と定められているからです。その
殺人が有責なもの（責任を問うことができるもの）でなければ，犯罪として処罰
の対象にはなりません（刑法 39条の「心神喪失」とは，善悪をまったく判断できな

い状態をいいます）。
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　まとめると，犯罪として処罰の対象になる行為は，構成要件に該当しつつ，
違法性があり，かつ有責性のあるものであると定義できます。ここでいう，違
法性とは，先ほど例に挙げた正当行為（刑法 35条），その他には正当防衛（刑法
36条）などに該当しないという意味です。有責性とは，先ほど例に挙げた心神
喪失・心神耗弱（刑法 39条），その他には責任年齢（刑法 41条）などに該当し
ないという意味です。
　以上のように，犯罪とされる行為の概念を説明したものを概念的定義と呼び
ます（浜井，2013）。しかし，概念的定義だけでは，犯罪の実態を把握すること
を目的とした測定（例：窃盗事件〇〇件，検挙人員〇〇人）ができません。そこで，
ある犯罪の概念的定義になんらかの手続き（操作）を加え，その犯罪の概念的
定義を測定できるように定義することが必要になります。これを操作的定義と
呼びます。たとえば，殺人は，医師が検案（死体の外表検査）を行った結果，死
体の異状を認め，死体検案書の死因欄に他殺と記載した死亡であると操作的に
定義することができます。ほかにも，警察が検視（死体の状況の調査）を行った
結果，犯罪性を認め，他殺と判断した死亡，または裁判所が殺人であると認め
た死亡が殺人の操作的定義であるともいえます（浜井，2013）。
　なお，犯罪を概念的または操作的に定義する際は，対象とする犯罪の概念，
とくにラベリングの問題を考慮することが大切になります。同じ行為であって
も，その行為に対して「犯罪」というレッテルを貼るかどうかは，国，社会や
価値観によって変化するためです。たとえば，20歳の人が飲酒することは，
日本では合法ですが，飲酒可能年齢を 21歳以上と定めているアメリカ・
ニューヨーク州では違法になります（守山，2016；Newburn, 2018）。ラベリング
の問題は，第 4章でも解説します。

■統計でみる犯罪の実態と暗数の落とし穴
　操作的定義を用いて測定した犯罪を集計し，数値化すること（犯罪統計）に
より，犯罪の実態を正確に把握することができます。その結果，たとえば，都
道府県ごとまた時間帯ごとに，どのくらいの人数の警察官を配置し，どのよう
な任務に当たらせるか。または刑務所，少年刑務所や少年院等の施設をどのく
らい用意すればよいかを，戦略的に決めることができます（河合，2016）。
　犯罪統計は，厳密には警察段階で集計された統計のみを指しますが，一般的



第 1章　関連法，施設，職種　　3

には司法システムの各段階（警察，検察，裁判，矯正，更生保護）で集計された統
計も含みます。ここでは司法システムの各段階で集計された統計を犯罪統計と
呼ぶことにします。
　犯罪統計を掲載したさまざまな資料がありますが，代表的な資料である警察
白書と犯罪白書を簡単に紹介します。
　警察白書は，警察庁によって作成された資料です。警察白書には，警察段階
で集計された犯罪統計として，都道府県警察が認知した犯罪，または検挙した
犯罪の件数と人数が掲載されています。たとえば，2019年の殺人，強盗，窃盗，
詐欺や賭博などの刑法犯についての犯罪統計は，認知件数 74万 8559件，検挙
件数 29万 4206件，検挙人員 19万 2607人でした（警察庁，2020）。
　犯罪白書は，法務省法務総合研究所によって作成された資料です。犯罪白書
には，警察段階から更生保護段階までの各段階で集計された犯罪統計が掲載さ
れています。警察段階で集計された犯罪統計は警察白書と同じ内容になってい
ますが，検察から更生保護までの各段階で集計された犯罪統計の内容は異なり
ます。まず，検察から更生保護までの各段階で集計された犯罪統計は，人数で
集計されています。また，不起訴（検察段階），執行猶予や無罪（裁判段階），釈
放や退院（矯正段階），係属（更生保護）などのふるい分けがされるため，警察
段階と比較して，犯罪と認められた人の人数が異なっています。たとえば，検
察が起訴した犯罪についての統計は，特別法犯（例：道路交通法違反，覚醒剤取
締法違反，児童買春・児童ポルノ禁止法違反）も含みますが，2019年の公判請求は
8万 1186人，略式命令請求は 20万 1658人でした（法務省，2020）。
　なお，警察白書や犯罪白書に掲載されている警察段階で集計された犯罪統計
（犯罪の認知件数）の内容を解釈する際には，暗数の問題に注意する必要があり
ます。暗数とは，比較的軽微な財産犯罪の被害や公表がはばかられる性犯罪の
被害などが都道府県警察に届けられないことにより，犯罪統計に表れない隠れ
た犯罪のことです（藤岡，2020；高橋・渡邉，2005）。暗数の問題を補うため，た
とえば，法務総合研究所では，国際犯罪被害実態調査に参加し，4年に 1度，
全国の 16歳以上の男女から無作為に選ばれた人を対象に，自己申告方式で犯
罪被害について回答してもらい，犯罪被害の実態を調査しています（法務省，
2019）。
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■流れでみる日本の司法システムと機関・施設
　犯罪が発生すると，日本の成人を対象とした司法システムは，図 1‒1に示す
ように，警察段階から更生保護段階まで順を追って進んでいきます。
　犯罪が発生すると，警察段階では，都道府県警察が捜査を行い，軽微な事件
などを除くすべての犯罪を検察庁に送致します。詳しくは，第 10章で解説し
ています。
　検察段階では，都道府県警察から送致された犯罪について，検察庁（検察官）
が，被疑者や参考人の調書，実況見分や押収，捜索，検証などから得られた証

犯罪

検察庁
検察官認知など

不起訴

罰金・科料
執行猶予

補導処分
無罪など

入院

仮退院

取消しなど

入院

受理

起訴

受理

検挙
1

2
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4 6

5

交通反則金

微罪処分

略式手続

罰金・科料

労役場留置

仮釈放など

検察官送致

懲役・禁錮・拘留

受理

期間満了など

満期釈放 退院

保護観察付全部執行猶予裁判所

婦人補導院

保護観察所

刑務所など

警察など

図 1‒1　成人を対象とした司法システムの流れ

（出所）　法務省，2021より作成。
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拠をもとに，裁判手続きにより処罰を求める起訴処分とするか，それとも起訴
処分としない（不起訴処分）かを決定します。検察が自らの裁量で起訴するか
不起訴とするかを決める原則を，起訴便宜主義と呼びます。
　裁判段階では，検察庁（検察官）により起訴処分と判断された犯罪について，
裁判官が，公判手続による裁判，または略式手続による裁判を行います。公判
手続による裁判は，公開の法廷で 1カ月に平均 1～ 2回の頻度で行われます。
また，2009年からは，殺人罪，強盗致死傷罪や現住建造物等放火罪などの重
大な事件を対象に，一般市民が参加して事実認定から量刑判断までを行う裁判
員裁判も始まりました。裁判で有罪と認められた場合は，判決（死刑，懲役刑，
禁錮刑，罰金刑，拘留または科料）を言い渡します。略式手続による裁判では，
検察庁（検察官）の請求により，簡易裁判所が書面審理のみで略式命令（100万

円以下の罰金または科料）を言い渡します。
　矯正段階では，裁判により言い渡された懲役刑，禁錮刑の判決をもとに，刑
務所などの刑事施設において刑の執行が行われます。あわせて，刑事施設では，
入所者の出所後の社会への適応と再犯防止を目的として治療・教育も行われま
す。これを施設内処遇と呼びます。
　更生保護段階では，保護観察所に配置されている保護観察官や地域で活動す
る保護司が，懲役刑または禁錮刑に処せられたものの仮釈放を許された人，執
行猶予とともに保護観察が言い渡された人を指導・支援し，社会内での改善，
更生を図ります。これを社会内処遇と呼びます。
　少年（男女を区別しない制度上の表現です。定義は第 5章参照）を対象とした司法
システムも，図 1‒1に示してはいませんが，警察段階から更生保護段階へと進
んでいきます。ただし，少年を対象とした司法システムには，成人を対象とし
た手続きとは異なり，家庭裁判所が存在します。家庭裁判所は，児童相談所，
警察や検察庁から事件を受理した後，その事件に関わった少年やその家族を調
査し，審判（例：少年院送致，検察官送致，保護観察）を行います。
　以上が日本の成人と少年を対象とした司法システムの大まかな流れですが，
より詳しくは，藤岡（2020）や越智（2020）で解説されています。なお，日本
では，近年，ようやく司法システムにおける被害者支援の問題に目が向けられ
るようになりました。詳しくは本章第 3節および第 15章で解説します。
　小説，ドラマや映画では警察段階で司法システムが終わってしまう印象を受
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第5章　非　行
更生に向けて

澤田 尚宏

第1節　数値でみる非行

　生まれたばかりの赤ちゃんや，公園で両親に連れられ無邪気に遊ぶ小さな子
どもたちをみていると，ほとんどの人が温かい気持ちになって思わず微笑んで
しまうのではないでしょうか。誰もが彼らの健やかな成長と幸せを願い，犯罪
や非行を起こすようになるなど想像もしないでしょう。ですが，現実には少
年・少女による非行は起き，被害者と加害者が生まれています。
　そのようなことが起きないことが何よりなのですが，実際に起きている以上
は，非行を犯して加害者となった少年たちを再び社会へ帰し，二度と被害者を
生むことなく彼ら・彼女らを社会に定着させる働きかけが必要です。
　本章では，筆者の少年院での非行少年たちへの処遇経験から，とくに心理職
として非行を犯した少年に接する立場をめざす人向けに，最近の少年犯罪の動
向を紹介しつつ，更生へ向けた少年への働きかけのポイントを紹介したいと思
います。

■非行少年とは
　初めに本章で対象とする「非行」や「非行少年」の意味を確認しましょう。
　まず少年についてですが，少年法では，「20歳に満たない者」を「少年」と
しています（第 2条 1項）。以下，本章では性別を問わず「少年」と表現します。
また「非行」とは以下の 3種類のことを指す言葉です。
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①　14歳以上 20歳未満の少年による刑罰法規に違反した行為（犯罪少年）
②　14歳に満たないで刑罰法令に触れる行為（触法少年）
③　20歳未満で，正当な理由なく保護者の監護に服さず家に帰らない，い
かがわしい場所への出入りや不良者と交際する，または自己や他者の特性
を害するようなおそれがあるなど，将来犯罪を行う虞

おそれ

が濃いこと（虞
ぐ

犯
はん

少

年）

　つまり「非行少年」とは，配偶者の有無や，社会的・経済的自立の程度，性
別などに関係なく，上記の①～③に当てはまる 20歳未満の者，となります。
また，2022年度からは少年法改正により，少年のうち 18歳以上の者は特定少
年とされ，17歳以下の少年とは扱いが区別されることになります。

■少年事件の動向
全体の傾向

　2020年度の犯罪白書によると，少年による刑法犯の検挙人数は減少を続け，
2019年は 2万 6076人でした。これはここ 20年のピークであった 2003年（20

万 3684人）と比較して約 90％の減少で，少年 10万人あたりの人口比でも戦後
最低です（図 5‒1）。
　この少年犯罪を含めた犯罪減少についてはっきりとした理由はわかっていま
せんが，少子化や社会の成熟，人権意識の高まりなどさまざまな要因が影響し
ていると考えられます（浜井，2013）。
特 殊 詐 欺

　警察庁によると，2019年度の特殊詐欺の認知件数と被害額は，それぞれ 1

万 6851件（前年比－5.6％）と 315.8億円（前年比－17.5％）で，減少傾向ですが
高水準で推移しています。
　特殊詐欺に関わる少年は少なくなく，検挙者に占める特殊詐欺に関わった少
年の割合は 21.6％であり，恐喝（25.4％），住居侵入（22.6％）に次いで多く，検
挙された少年のうち 74.5％は「受け子」として関わっていました。
　また，特殊詐欺の主犯格として検挙された者のうち，39.0％が暴力団構成員
等であり，特殊詐欺という組織犯罪の末端に少年が取り込まれている構図と
なっています。
　筆者は，2017年度から特殊詐欺に関わった非行少年への少年院での調査，
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指導プログラム作成，指導に当たり，その過程で特殊詐欺に関わった多くの少
年と面接をしました。その経験からわかったことは，少年院に入院する程度に
非行が進んだ少年の多くは特殊詐欺であることを承知して関与し，不良集団で
の先輩や友人から誘われたことが発端となっているようです。また，その不良
集団の背景に暴力団がいることも理解しているようです。
　しかし，このような背景事情は特殊詐欺に特有のものではなく，他の非行の
背景にも不良集団とつながる交友関係，また暴力団のような反社会組織が見え
隠れする場合が多くあります。また，就労や就学の挫折による目標喪失，周囲
への引け目なども影響しています。現場で非行少年の処遇にあたる際には，少
年自身の内面の問題への対応だけではなく，保護観察所や自立支援施設などの
協力機関と協働して社会復帰後の保護環境調整を行うことがとても大切になり
ます。
　特殊詐欺に関わった少年の特性と少年院での処遇については後述します。
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図 5‒1　刑法犯人口比の変化

（注）　1. 　警察庁の統計，警察庁交通局の資料および総務省統計局の人口資料による。
　　　2. 　犯行時の年齢による。ただし，検挙時に20歳以上であった者は，成人として計上している。
　　　3. 　触法少年の補導人員を含む。
　　　4. 　「少年人口比」は，10歳以上の少年10万人当たりの，「成人人口比」は，成人10万人当たりの，

それぞれの検挙人員である。
　　　5. 　2002～ 14年は，危険運転致死傷を含む。
（出所）　法務省，2020より作成。
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第14章　加害者の立ち直り支援
施設と社会における処遇

神垣　一規

　本章では主に成人犯罪者の再犯防止に向けた取り組みについて，矯正施設で
行われている処遇と一般社会で行われている処遇，そして，それらをつなげる
社会復帰支援について解説します。
　この分野で心理職として仕事をするうえで大切なことは，犯罪者も悩みや問
題を抱えた 1人の人間であるという認識をもつことです。「犯罪者だから」と
いった視点にのみ偏りすぎると，その人にとって本当に必要な介入や支援がみ
えにくくなることがあります。そのことを前提として，読み進めてもらえれば
と思います。

第1節　施設内処遇の流れ

　矯正施設のなかにはさまざまな規則があり，受刑者は自由に行動することが
できません。こうした特殊な環境について理解することが，受刑者への介入を
理解する第一歩になります。

■処遇の概要
　裁判によって言い渡される刑罰（表 14‒1）のうち，主に懲役刑を言い渡され
た受刑者が刑務所等の刑事施設1に入所します。彼らは，初めに施設職員によ
る調査（刑執行開始時調査）を受けます。そこで，今までの生活歴，犯罪歴，家
族関係等について聴取され，その結果を踏まえて，何を目標として受刑生活を
送るか，どういった処遇を受けるかが個々に定められます。処遇の内容は刑務
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作業，教科指導，改善指導の大きく 3つに分けられます。刑務作業とは懲役受刑
者に課せられる金属部品の組み立てや木工製品の加工などといった作業のこと
です。教科指導とは基礎学力が身についていない受刑者の学力向上を目的とし
た指導です。改善指導とは犯罪の責任を自覚させることなどを目的とした指導
です。
　受刑者は，決められた時間に起床し，食事し，運動し，就寝するという生活
を送ります。受刑生活を始めるに当たって，まずは，刑執行開始時指導を受け
ます。そこで，基本的な行動様式を身につけ，刑務所の規則を学びます。その
後，平日の日中は基本的に刑務所内にある工場でさまざまな刑務作業を行いま
す。また，平日でも作業を行わない日が設定されており，その日に改善指導を
受けたり，余暇活動として絵画クラブや音楽クラブなどに参加したりします。

■仮釈放と満期釈放
　規律に従ってしっかりとした生活ができていれば，制限が緩和されたり面会
できる回数が増えるなどの優遇措置が受けられたりする一方，規律に従わない
と懲罰を受けることもあります。こうした刑務所内での生活ぶり，出所後に帰
る場所の有無，身柄を引き受けてくれる人の存在などを踏まえて，仮釈放の可
否の判断が地方更生保護委員会2によってなされます。仮釈放が許可されれば，
すべての刑期を刑務所で過ごさず，あらかじめ定められた釈放の日を迎える前
に釈放され，残りの刑期を一般社会で過ごすことになります。しかし，仮釈放
が許可されなければ刑務所で刑期をまっとうして満期釈放となります。
　釈放の前には，釈放前指導が行われ，社会生活に戻るうえで必要な心構えな

表 14‒1　刑罰の種類

名称 内容
死刑 絞首により執行される。死刑囚は主に拘置所に収容され刑務作業を行う義務はない。

懲役
主に刑務所に収容され所定の刑務作業を行う。期間を定めて作業を行わせる有期懲役
と期間を定めない無期懲役がある。

禁錮 懲役刑と同じように刑事施設に収容されるが，作業を行う義務はない。
罰金 指定された金額を支払う義務が生じる。金額は1万円以上となる。

拘留
禁錮と同じように刑事施設に収容され，作業を行う義務はない。期間は30日未満
となる。

科料 罰金と同じように指定された金額を支払う義務が生じる。金額は1万円未満となる。
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どを学びます。そして，仮釈放者の場合には，出所後も刑期満了の日まで保護
観察が付されることとなり，社会内処遇へと移行していきます。一方，満期釈
放者の場合は，釈放と同時に一般市民となりますので，公的な指導を受ける義
務はなくなります。そのため，受刑中の支援や指導によって，安定した社会生
活を維持する力をできるだけ高めるとともに，出所後も自らの意思で支援者と
つながるように促すことがとても重要になります。

第2節　問題へのアプローチ

　刑務所では，犯罪行為に及んだ人たちが，再び罪を犯すことなく，安定した
社会生活を維持できるように，被収容者の問題性に応じた教育的介入を行って
います。本節では，その具体的内容について解説します。

■教 科 指 導
　教科指導について，刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律（以下，「刑
事収容施設法」という）では，「社会生活の基礎となる学力を欠くことにより改
善更生及び円滑な社会復帰に支障があると認められる受刑者」や「学力の向上
を図ることが円滑な社会復帰に特に資すると認められる受刑者」に対して，学
校教育の内容に準じた指導を行うことと定められています（同法 104条）。
　矯正統計年報（法務省，2020b）によると 2019年の 1年間で新たに刑事施設
に入所した成人受刑者のうち，最終学歴が中学校卒業以下の人は 35.5％おり，
そこに高校中退者を合わせると 59.4％となります。さらに，学歴は中学校卒業
となっていても，実際にはほとんど学校に通っていなかった受刑者もいて，義
務教育で学ぶような常識が身についていないために社会生活が困難になってい
る場合もあります。また，出所後の生活のことを考えて，高等学校卒業程度認
定試験の合格を目指している受刑者もおり，こうした受刑者に対して教科指導
が行われています。

■改 善 指 導
　改善指導は特別改善指導と一般改善指導に大きく分かれます。特別改善指導に
は表 14‒2のように薬物依存離脱指導や交通安全指導などの複数の種類があり，
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本人の問題性に応じてどの指導を受けるのか定められ，指定された期間，グ
ループワークを基本とした指導が実施されます。特別改善指導の多くは認知行
動療法を基盤としており，全国共通のテキストやワークブックなどを利用しな
がら，各施設の教育や心理の専門職員3などが主として指導を行っています。
　一般改善指導とは，「講話，体育，行事，面接，相談助言その他の方法によ
り，①被害者及びその遺族等の感情を理解させ，罪の意識を培わせること，②
規則正しい生活習慣や健全な考え方を付与し，心身の健康の増進を図ること，
③生活設計や社会復帰への心構えを持たせ，社会適応に必要なスキルを身に付
けさせることなどを目的として行う」（法務省，2020c）とされています。その
ため，ほぼすべての受刑者が受刑生活全体を通して受講する指導といえます。
また，収容している受刑者の問題性に応じて，特別改善指導にはない暴力防止
プログラムや社会復帰支援プログラムなどを一般改善指導として実施している

表 14‒2　特別改善指導の種類

薬物依存離脱指導
薬物に依存していた自己の問題を理解させたうえで，再使用しないための具
体的な方法を考えさせる。グループワークを中心に，薬物依存からの回復を
めざす民間自助団体や医師などの協力を得て実施する。

暴力団離脱指導
暴力団に加入していた自己の問題点について考えさせ，暴力団の反社会性を
学ばせるとともに，離脱の具体的な方法を検討し離脱の決意を固めさせて，
出所後の生活設計を立てさせる。

性犯罪再犯防止指導

性犯罪につながる自己の問題性を認識させ，その改善を図るとともに，再犯
しないための具体的な方法を習得させる。事前に詳細な調査を行い，再犯の
リスクや性犯罪につながる問題性の程度に応じて指導の密度や科目が指定さ
れ，認知行動療法等の技法を取り入れたグループワークを中心に，カウンセ
リングなども組み合わせて行う。

被害者の視点を取り
入れた教育

被害者の命を奪ったり，重大な被害をもたらした受刑者に対して，罪の大き
さや被害者・遺族の方の心情を認識させるとともに，再び罪を犯さない決意
を固めさせる。被害者・遺族の方による講演や視聴覚教材を通じて，命の尊
さを認識させ，具体的な謝罪方法についても考えさせる。

交通安全指導
交通違反や事故の原因について考えさせ，遵法精神，人命尊重の精神を育て
る。被害者の生命や身体に重大な影響を与える交通事故を起こした者や重大
な交通違反を繰り返した者が対象となる。

就労支援指導

就労先で円滑な人間関係を保ち，職場に適応するための心構えや行動様式，
職場で直面すると思われる問題解決場面への対応方法，就労に必要な基礎的
知識や技能などを修得させる。生活技能訓練（SST）や就職面接の練習を
行い，就職活動やその後の就労生活に役立つ内容となっている。

（出所）　法務省サイト「刑事施設（刑務所・少年刑務所・拘置所）」より作成。
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